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2 0 2 2 年 8 月 1 0 日 

各  位 

株式会社三井住友銀行 

P e r s e f o n i  A I ,  I n c . 

日本アイ・ビー・エム株式会社  

 

脱炭素社会に向けた温室効果ガス排出量可視化サービス提供に 

関する基本合意書の締結について 

 

株式会社三井住友銀行（頭取 CEO：髙島 誠、以下「三井住友銀行」）、米 Persefoni AI, Inc.

（CEO：ケンタロウ・カワモリ、以下「パーセフォニ」）、日本アイ・ビー・エム株式会社（代表

取締役社長：山口 明夫、以下「日本 IBM」）は、温室効果ガス(Greenhouse Gas、以下「GHG」)      

排出量可視化・分析管理を支援するサービス（以下「本サービス」）の提供を共同で進めていく   

ことを目的として、基本合意書を締結いたしました。具体的には、パーセフォニのグローバル規模

の炭素会計プラットフォームを、コンサルティング・システム導入・構築において多数の実績を  

有する日本 IBM とともに三井住友銀行が、そのお客さまに提供することで、お客さまの脱炭素に  

向けた取り組みを支援するものです。また、基本合意書締結に加え、三井住友銀行は日本の金融  

機関で初めて、自行の GHG 排出量可視化のためにパーセフォニのプラットフォームを長期導入する

ことを決定いたしました。 

 

1. 本サービス提供の背景 

 気候変動関連の国際的な開示の枠組を提示する気候関連財務情報開示タスクフォース(TCFD) 

では、脱炭素に向けた行動計画などの開示を企業に求める指針を提示しています。また、4 月から

一部の上場企業に対して実質的に TCFDに沿った情報開示が要請されるようになりました。一方で、

TCFD で求められる GHG プロトコルに則した GHG 排出量の情報開示、すなわち事業者自らの燃料の 

燃焼等による直接排出（スコープ 1）、電力等の他社から供給されたエネルギーの使用に伴う間接 

排出（スコープ 2）、サプライチェーンの上流および下流の 15 のカテゴリの GHG 排出量の算定   

(スコープ 3)や、リスク・機会による財務影響の定量化には、大量多様なデータ収集、高度な    

算定式の構築等が必要であり、デジタルを活用した包括的なサービスのニーズが高まってきて  

います。 

 

2. サービス提供における強み 

パーセフォニの炭素会計プラットフォームは、グローバルで利用可能、及び各地域特有の排出 

係数を組み込み、GHG プロトコルや PCAF（Partnership for Carbon Accounting Financials）に   

準拠したスコープ 1、2、3 の排出量を算定・分析・管理することができます。特に、スコープ 3の

カテゴリ 11（販売した製品・サービスの使用等による排出）やカテゴリ 15（投融資先の排出量）

などの排出量算定に強みを有しています。また、プラットフォームには、SBT(Science Based Target)
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に準拠した目標設定・管理を提供する気候変動モデリング機能も有しており、お客さまの脱炭素 

計画の策定も支援いたします。今回の合意により、自動的な炭素会計ソリューションの需要が急速

に高まっている日本市場において、パーセフォニのプラットフォームを迅速に提供することが可能

になります。 

 

日本 IBM は、金融業界を長く支援してきた実績をもとに、お客さまと共創する「IBM Garage」   

手法を用いてデータ・サイエンティストが開発したツールを提供いたします。これにより、当   

サービスを採用されるお客さまに、パーセフォニプラットフォームへのデータ入力プロセスの  

自動化と GHG 排出量の計算出力およびレポート作成機能を提供いたします。このツールは企業が

GHG 排出量計算に必要な大量のデータを取り扱う上で、データ収集と計算処理・データ加工が可能

なワンストップの統合データ基盤上で開発されています。 

 

なお、三井住友銀行と日本 IBM は、2022 年春より、米 The Climate Services, Inc.と共に、    

気候変動に伴うリスク・機会の分析を支援するサービスを提供開始しています。 

今般、パーセフォニと共に GHG排出量可視化・分析管理を支援するサービスを提供することで、TCFD

に沿った情報開示の支援や ESG 課題の解決に貢献する一連のサービスをお客さまに提供して   

いきたいと考えています。 

 

3. 三井住友銀行におけるパーセフォニプラットフォームの導入 

三井住友銀行がパーセフォニプラットフォーム導入を決定したのは、日本国内のみならず   

グローバルで排出量管理を行うことができるためです。三井住友銀行は、パーセフォニプラット 

フォームが三井住友銀行と同様に海外に幅広く展開している企業が直面する、非常に複雑な計算、

多様な排出係数、包括的な排出量管理といった課題を支援できると考えています。SMBC グループ 

では、「SMBC Group GREEN Innovator」を掲げ、お客さまが抱える多様なサステナビリティーに   

関する経営課題を解決する支援を行っており、脱炭素社会の移行と実現のため、これからも積極的

にサステナビリティー実現に貢献してまいります。 

 

【ご参考】各社の概要 

パーセフォニについて 

パーセフォニは、気候変動管理・会計プラットフォームのリーディングカンパニーです。企業や

金融機関は、国際的な炭素会計基準である GHG プロトコルや PCAF に準拠した当社の SaaS 型    

ソリューションを利用することにより、国内外のステークホルダーや規制当局が求める気候変動に

関する情報開示業務を、高い信頼性、透明性、利便性をもって行うことができます。パーセフォニ

のプラットフォームは、「炭素分野の ERP（経営資源を統合的に管理し、経営の効率化を図る手法）」

であり、スコープ 1から 3 までの（自社や国内外のサプライチェーン全体での）炭素管理の一元化

を実現し、企業は従来の経理業務と同様の厳密さと信頼性をもって、炭素会計・管理業務を進める

ことができます。 

パーセフォニ HP：https://www.persefoni.com/ja 

 

https://www.persefoni.com/ja
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日本アイ・ビー・エムについて 

日本 IBMは、世界 175カ国以上でビジネスを展開する IBMコーポレーションの日本法人で、基礎

研究をはじめ、ビジネス・コンサルティングから、ITシステムの構築、保守まで一貫したサービス

の提供を通じて、お客さまの企業変革やデジタル・トランスフォーメーションを支援しています。

詳細については、https://www.ibm.com/jp-ja/をご参照ください。 

IBM、IBMロゴ、ibm.comは、世界の多くの国で登録された International Business Machines Corp.

の商標です。他の製品名およびサービス名等は、それぞれ IBMまたは各社の商標である場合があり

ます。現時点での IBM の商標リストについては、http://www.ibm.com/legal/copytrade.shtml(US)

をご覧ください。 

 

三井住友銀行について 

三井住友銀行を含む SMBC グループは、2030年までに SMBCグループ自身が排出する GHGをネット

ゼロとすることに加え、2050 年までに投融資ポートフォリオ全体の GHG排出量をネットゼロとする

ことにコミットしています。また、お客さまの脱炭素社会への移行と実現に向けた課題に対しても、

国内有数の営業基盤、戦略実現のスピード、質の高い金融サービス提供力を結集し、真摯に取り  

組んでまいります。 

 

以  上 
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